
 
 

 

 

令和２年度病床機能再編支援事業費補助金の実施について 

 

 

○病床機能再編支援事業費補助金を活用し、医療機関が行う稼働病

床の削減について、ご意見を伺うものになります。 

 

 

第３回志太榛原地域医療協議会 
第３回志太榛原地域医療構想調整会議 議題２  



議題２　参考資料













病床機能再編支援事業費補助金交付要綱 

 

第１  趣旨 

  知事は、地域医療構想（医療法第30条の４第２項第７号に規定する｢地域医療構想｣をいう。以下同じ）

の実現に向け、医療機関の機能分化や連携を推進するため、病院又は診療所であって療養病床（同法第７

条第２項第４号に規定する「療養病床」をいう。）又は一般病床（同項第５号に規定する「一般病床」を

いう。）を有するもの（以下「病院等」という。）が、病床数の適正化に必要な病床数の削減を行う場合、

予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、静岡県補助金等交付規則（昭和3

1年静岡県規則第47号）及びこの要綱の定めるところによる。 

第２  補助の対象及び補助額 

別表に掲げるとおりとする。 

第３  交付の申請 

 (1) 提出書類  各１部 

ア  交付申請書（様式第１号） 

イ  事業計画書（様式第２号） 

ウ  許可病床数の変更を示す書類の写し 

エ  病床稼働率算出の根拠となる平成30年度病床機能報告の写し 

オ 施設の配置図、平面図、立面図等 

カ その他知事が別に定める書類 

 (2) 提出期限 

知事が別に定める日まで 

第４ 交付の条件 

次に掲げる事項は、交付の決定をする際の条件となるものとする。 

 (1) 知事は、地域医療構想調整会議（同法第30条の14第１項に規定する｢協議の場｣をいう。以下同じ。）

の議論の内容及び医療審議会（同法第72条に規定する｢医療審議会｣をいう。以下同じ。）の意見を踏ま

え、病院等から申請を受けた病床削減が地域医療構想を実現するために必要な病床削減であるか審査す

る。 

 (2) 審査の結果、知事が必要と認め、承認した場合には、当該病院等に対して交付する。 

 (３) 次に掲げる事項の一に該当する場合には、あらかじめ知事の承認を受けなければならないこと。 

ア 補助事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合 

イ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合 

 (４) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速や

かに知事に報告してその指示を受けなければならないこと。 

 (５) 補助事業に係る関係書類の保存については、次のア又はイのとおりとする。 

ア 事業者が地方公共団体の場合 

補助金調書（様式第４号）を作成するとともに、補助事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を



整理し、かつ調書及び証拠書類を事業が完了する日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、

その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならないこと。 

イ 事業者が地方公共団体以外の場合 

補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整

理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を事業が完了する日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合

には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならないこと。 

 (６) 交付を受けた日から令和７年３月31日までの間に、同一の構想区域（同法第30条の４第２項第７号に

規定する｢構想区域｣をいう。以下同じ。）に開設する病院等において、許可病床数を増加させないこと。

（ただし、特定の疾患に罹患する者が多くなる等の事業により、厚生労働大臣及び知事が特に認める場

合に許可病床数を増加させる場合はこの限りではない。） 

 (７) 申請内容を偽り、その他不正の手段により補助を受けたと認められる場合。  

 (８) 補助事業を行う者が(３)から(７)までにより付した条件に違反した場合には、この補助金の全部又は一部

を県に納付させることがあること。 

第５  変更の承認申請 

提出書類  各１部 

ア  変更交付申請書（様式第３号） 

イ  変更事業計画書（様式第２号） 

ウ  許可病床数の変更を示す書類の写し 

エ その他知事が別に定める書類 

第６ 請求の手続き 

 (1) 提出書類 １部 

  請求書（様式第５号） 

 (2) 提出期限 

  補助金交付額確定通知書を受領した日から起算して 10 日を経過した日まで 

 

 

附 則 

この要綱は、令和２年度分の補助金から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表 

区分 内容 

補助対象 

平成30年度病床機能報告において、平成30年７月１日時点の病棟の機能について、高度急

性期機能、急性期機能及び慢性期機能（以下「対象３区分」という。）のいずれかの医療機

能を選択した病棟の稼働病床数を１床以上報告し、各年度において当該年度中に対象３区分

のいずれかの病床の削減を行う病院及び診療所（以下「病床削減病院等」）の開設者又は開

設者であったもの。 

補助要件 

 次の全てを満たすこと。なお、地域医療構想の実現を目的としたものでない病床削減（経

営困難等による廃院）は補助対象外とする。 

① 地域医療構想を実現するための、病床の機能分化・連携に必要な病床数の削減であるか

について、地域医療構想調整会議で協議し、静岡県医療審議会の了承を得ていること。 

② 病床削減病院等における病床削減後の許可病床数が、平成30年度病床機能報告における

稼働病床数の合計の90％以下であること。 

③ 同一年度内に本補助金の交付を受けていないこと。 

④ 同一年度内に病床削減病院等の開設者が、同じ構想区域内で開設する病院を増床してい

ないこと。 

補助額 

① 平成30年度病床機能報告において、対象３区分として報告された病床の稼働病床数の合

計から一日平均実働病床数（対象３区分の許可病床数に対象３区分の病床稼働率を乗じた

数）までの間の削減について、対象３区分の病床稼働率に応じ、削減病床１床当たり下記

の表の額を補助する。 

  なお、病床稼働率については、平成30年度病床機能報告の数値を用いて算出するものと

する。 

病床稼働率 削減した場合の１床当たり単価 

50％未満 1,140千円 

50％以上60％未満 1,368千円 

60％以上70％未満 1,596千円 

70％以上80％未満 1,824千円 

80％以上90％未満 2,052千円 

90％以上 2,280千円 

 

② 一日平均実働病床数以下まで削減する場合は、一日平均実働病床数以下の削減病床につ

いて、１床当たり2,280千円を補助する。 

③ 上記①及び②のによる補助金額の算定に当たっては、削減病床数に回復期機能への転換

病床数及び介護医療院への転換病床数を含めない。 

 



交付申請額(千円) 0

フリガナ

※　ゆうちょ銀行の場合は、「振込用の店名・預金種目・口座番号（７桁）」（通帳見開き下部に記載）を記入すること。

様式第１号

病床機能再編支援事業費補助金　交付申請書兼口座振込依頼書

静岡県知事　様

　地域医療構想を推進するための病床機能再編支援事業費補助金の交付を受けたいので、下記のとおり申請しま
す。
　また、下記６の「申請に関する誓約事項」について誓約します。

１．申請者の情報 申請年月日 年 月 日

フリガナ 〒－

病院等の名称

フリガナ 氏名

開設者
（代表者の職・氏名も記載）

電話番号

ファクシミリ

電子メール

２．交付申請額

３．病床削減に係る地域医療構想調整会議の議論の状況 ４．病床削減に係る静岡県医療審議会への意見聴取の状況

構想区域名 意見聴取の状況
(プルダウン)

議論の状況
(プルダウン)

開催日
(聴取予定の場合は予定日)

年 月 日

開催日
(実施予定の場合は予定日)

年 月 日

５．振込口座

金融機関名
金融機関

コード
支店名

支店
コード

口座番号
（右詰め）

預金種別
口座名義人

６．申請に関する誓約事項

住所・所在地

事務担当者

　（１）　令和２年度において、本補助金の交付を受けておりません。
　（２）　令和２年度中に、本申請に係る病院等が属する構想区域内において開設する病院等の療養病床及び
　　　一般病床の増床は行っておりません。
　（３）　本補助金に関する報告や調査について、厚生労働省又は静岡県から求められた場合には、これに応じま
　　　す。
　（４）　本補助金の交付後、以下の①又は②に該当した場合は、本補助金の全額を返還します。
　　　①　本補助金の交付を受けた日から令和８年３月31日までの間に、静岡県知事及び厚生労働大臣が特に認
　　　　める場合を除き、本申請に係る病院等が属する構想区域内において開設する病院等の療養病床及び一般
　　　　病床の増床を行った場合。
　　　②　申請内容を偽り、その他不正の手段により本補助金の交付を受けたことが判明した場合。

1



■申請額算定シート

うち対象３区分（※２）の合計

①　平成30年度病床機能報告 0 0

②　令和２年４月１日時点（※１） 0 0

③　補助対象病床算定基準＝② 0 0 0 0 0 0 0

うち対象３区分の合計

0 0 0

0 0 0 0※対象３区分の病床数の合計が減っていません。

0

0

回復期 介護医療院 合計 0 0 0

0 0

うち補助対象病床数

0 0 0 0 0 0 0

うち対象３区分の合計

①　平成30年度病床機能報告 0 0

②　令和２年４月１日時点 0 0

対象３区分の病棟の
年間在棟患者延べ数（人）

高度急性期 急性期 慢性期 合計

①　平成30年度病床機能報告（※４） 0

②　令和２年４月１日時点 0

＜選択＞

Ａ　平成30年度病床機能報告 適用 Ａ

Ｂ　令和２年４月１日時点 適用 Ｂ Ｂ

0.0%
単価(千円) 補助額(千円) 0

1,140 0 0

単価(千円) 補助額(千円)

2,280 0 0

要件
審査

90%削減チェック ○

11 交付申請額（千円） 0

※１　各機能ごとの数値については、地域医療構想調整会議にて確認されていること。
　　　　令和２年４月１日時点で病床数の変更があった場合は、変更前の病床数を記載すること。

※２　対象３区分＝高度急性期、急性期、慢性期（以下同様）

※３　病院統合や地域医療連携推進法人の病床融通制度等を活用し、他の病院等へ病床が移転されている場合に記載すること。
　　　 また、「（参考）病床移転にかかる概要」シートに関連する病院等の病床数を記載すること。

対象３区分の病床稼働率 一日平均実働病床数

0.0% 0

0.0% 0

1

稼働病床数 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 合計

2
病床削減後の許可病床数

（＝病床削減後の稼働病床数）

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟 合計

3 他の病院等への移転病床数※３
高度急性期 急性期 回復期 慢性期 対象３区分の合計

4
対象３区分から

回復期又は介護医療院へ
転換した病床数

5 削減病床数　（1③－2）
高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 合計

6

許可病床数 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟 合計

7

※４　対象３区分の病棟に係る平成30年度病床機能報告の報告様式１（病棟票）の（48）欄の数値を計上すること。 なお、平成30年度病
床機能報告の報告様式１（病棟票）において、「過去１年間の間に病棟の再編・見直しあり」と報告した病棟の年間在棟患者延べ数につ
いては、以下の式により補正して計上すること。

　○　補正後の年間在棟患者延べ数＝年間在棟患者延べ数（（48）欄に記載された数値）÷報告可能な対象期間（月単位）×１２

　　（注）　報告可能な対象期間（月単位）は、平成30年度病床機能報告で報告した月数とすること。
　　　　　例）　報告可能な対象期間を「平成29年７月１日～平成30年12月末日」とした場合　⇒　報告可能な対象期間（月単位）＝６

8

適用する
病床稼働率

9
削減前の対象３区分の稼働病床
数から一日平均実働病床数までの
削減分に係る補助額

10
一日平均実働病床数から削減後
の対象３区分の許可病床数までの
削減分に係る補助額



様式第２号（用紙日本産業規格Ａ４縦型） 

 

 

事業計画書(変更事業計画書) 

 

 

所在地 

名 称 

代表者   氏   名 

 

 

 

１ 事業（変更）の目的 

 

 

 

 

 

２ 事業（変更）内容 

 

 

 

 

 

 

 （注）法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。 

    責任者 職・氏名 

    作成者 職・氏名 

 



変更交付申請額(千円) 交付申請額(千円)

フリガナ

※　ゆうちょ銀行の場合は、「振込用の店名・預金種目・口座番号（７桁）」（通帳見開き下部に記載）を記入すること。

様式第３号

病床機能再編支援事業費補助金　変更交付申請書兼口座振込依頼書

静岡県知事　様

　年　月　日に補助金の交付の決定を受けた病床機能再編支援事業費補助金の計画を次のとおり変更したいの
で、承認されるよう関係書類を添えて申請します。
　また、下記７の「申請に関する誓約事項」について誓約します。

１．申請者の情報 申請年月日 年 月 日

フリガナ 〒－

病院等の名称

フリガナ 氏名

開設者
（代表者の職・氏名も記載）

電話番号

ファクシミリ

電子メール

２．計画変更の理由と内容

３．変更交付申請額 【参考】変更前交付申請額

４．病床削減に係る地域医療構想調整会議の議論の状況 ５．病床削減に係る都道府県医療審議会への意見聴取の状況

構想区域名 意見聴取の状況
(プルダウン)

議論の状況
(プルダウン)

開催日
(聴取予定の場合は予定日)

年 月 日

開催日
(実施予定の場合は予定日)

年 月 日

６．振込口座

金融機関名
金融機関

コード
支店名

支店
コード

口座番号
（右詰め）

預金種別
口座名義人

７．申請に関する誓約事項

住所・所在地

事務担当者

　（１）　令和２年度において、本補助金の交付を受けておりません。
　（２）　令和２年度中に、本申請に係る病院等が属する構想区域内において開設する病院等の療養病床及び
　　　一般病床の増床は行っておりません。
　（３）　本補助金に関する報告や調査について、厚生労働省又は静岡県から求められた場合には、これに応じま
　　　す。
　（４）　本補助金の交付後、以下の①又は②に該当した場合は、本補助金の全額を返還します。
　　　①　本補助金の交付を受けた日から令和８年３月31日までの間に、静岡県知事及び厚生労働大臣が特に認
　　　　める場合を除き、本申請に係る病院等が属する構想区域内において開設する病院等の療養病床及び一般
　　　　病床の増床を行った場合。
　　　②　申請内容を偽り、その他不正の手段により本補助金の交付を受けたことが判明した場合。
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■変更交付申請額算定シート

うち対象３区分（※２）の合計

①　平成30年度病床機能報告 0 0

②　令和２年４月１日時点（※１） 0 0

③　補助対象病床算定基準＝② 0 0 0 0 0 0 0

うち対象３区分の合計

0 0 0

0 0 0 0※対象３区分の病床数の合計が減っていません。

0

0

回復期 介護医療院 合計 0 0 0

0 0

うち補助対象病床数

0 0 0 0 0 0 0

うち対象３区分の合計

①　平成30年度病床機能報告 0 0

②　令和２年４月１日時点 0 0

対象３区分の病棟の
年間在棟患者延べ数（人）

高度急性期 急性期 慢性期 合計

①　平成30年度病床機能報告（※４） 0

②　令和２年４月１日時点 0

＜選択＞

Ａ　平成30年度病床機能報告 適用 Ａ

Ｂ　令和２年４月１日時点 適用 Ｂ Ｂ

0.0%
単価(千円) 補助額(千円) 0

1,140 0 0

単価(千円) 補助額(千円)

2,280 0 0

要件
審査

90%削減チェック ○

11 変更交付申請額（千円） 0

※１　各機能ごとの数値については、地域医療構想調整会議にて確認されていること。
　　　　令和２年４月１日時点で病床数の変更があった場合は、変更前の病床数を記載すること。

※２　対象３区分＝高度急性期、急性期、慢性期（以下同様）

※３　病院統合や地域医療連携推進法人の病床融通制度等を活用し、他の病院等へ病床が移転されている場合に記載すること。
　　　 また、「（参考）病床移転にかかる概要」シートに関連する病院等の病床数を記載すること。

対象３区分の病床稼働率 一日平均実働病床数

0.0% 0

0.0% 0

1

稼働病床数 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 合計

2
病床削減後の許可病床数

（＝病床削減後の稼働病床数）

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟 合計

3 他の病院等への移転病床数※３
高度急性期 急性期 回復期 慢性期 対象３区分の合計

4
対象３区分から

回復期又は介護医療院へ
転換した病床数

5 削減病床数　（1③－2）
高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 合計

6

許可病床数 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟 合計

7

※４　対象３区分の病棟に係る平成30年度病床機能報告の報告様式１（病棟票）の（48）欄の数値を計上すること。 なお、平成30年度病
床機能報告の報告様式１（病棟票）において、「過去１年間の間に病棟の再編・見直しあり」と報告した病棟の年間在棟患者延べ数につ
いては、以下の式により補正して計上すること。

　○　補正後の年間在棟患者延べ数＝年間在棟患者延べ数（（48）欄に記載された数値）÷報告可能な対象期間（月単位）×１２

　　（注）　報告可能な対象期間（月単位）は、平成30年度病床機能報告で報告した月数とすること。
　　　　　例）　報告可能な対象期間を「平成29年７月１日～平成30年12月末日」とした場合　⇒　報告可能な対象期間（月単位）＝６

8

適用する
病床稼働率

9
削減前の対象３区分の稼働病床
数から一日平均実働病床数までの
削減分に係る補助額

10
一日平均実働病床数から削減後
の対象３区分の許可病床数までの
削減分に係る補助額
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様式第５号（用紙 日本産業規格Ａ４縦型） 

 

請 求 書 

 

  金            円 

 

  ただし、  年 月 日付け 第 号により補助金の交付の確定（決定）を受けた病

床機能再編支援事業費の補助金として、上記のとおり請求します。 

 

                               年 月 日 

 

 

  静岡県知事   氏   名 様 

 

 

                        所在地 

                        名 称 

                        代表者  氏   名  

 

 

 （注）法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。 

    責任者 職・氏名 

    作成者 職・氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

厚生労働省発医政０１２１第２号 

令 和 ３ 年 １ 月 ２ １ 日 

各 都 道 府 県 知 事 殿 

 

 

                       厚生労働事務次官 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

令和２年度病床機能再編支援補助金の国庫補助について 

 

 

 標記については、別紙「令和２年度病床機能再編支援補助金交付要綱」により行うこととされ、

令和２年４月１日から適用することとされたので、通知する。 

なお、貴職から貴管内の市区町村及び関係機関等に周知するようお願いする。 
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令和２年度病床機能再編支援補助金交付要綱 

 

 （通則） 

１ 令和２年度病床機能再編支援補助金（以下「補助金」という。）については、予算

の範囲内において交付するものとし、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平

成１２年
厚生省

労働省令第６号）の規定によるほか、この交付要綱の定めるところによる。 

 

 （交付の目的） 

２ この補助金は、都道府県を実施主体として、地域医療構想の実現を図る観点から、

医療機関の病床削減や再編統合に給付金を支給することにより、地域医療構想の実

現に向けた取り組みを一層推進させることを目的とする。 

 

 （交付対象事業） 

３ この補助金は、都道府県が行う以下の事業に必要な経費を交付の対象とする。 

（１）令和２年度地域医療構想を推進するための病床削減支援給付金支給要領（令

和２年 11 月 26 日医政発 1126 第２号）に基づく病床削減支援に対する給付

事業 

（２）令和２年度地域医療構想を推進するための医療機関統合支援給付金支給要

領（令和２年 11 月 26 日医政発 1126 第３号）に基づく医療機関の統合支援に

対する給付事業 

（３）令和２年度地域医療構想を推進するための病院の債務整理に必要な借入資

金に対する支援給付金支給要領（令和２年 11 月 26 日医政発 1126 第４号）に

基づく病院の債務整理に必要な借入資金に対する利子相当額への給付事業 

 

 （交付額の算定方法） 

４ この補助金の交付額は、３（１）から（３）の支給要領に基づき、支給決定を行

った各事業の額の合計額（補助率：10/10）とする。 

 

 （交付の条件） 

５ この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）事業に要する経費の配分の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、厚生

労働大臣の承認を受けなければならない。 

（２）事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、厚生労働大臣の承

認を受けなければならない。 

（３）事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受けなければ

別紙 
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ならない。 

（４）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合に

は、速やかに厚生労働大臣に報告し、その指示を受けなければならない。 

（５）補助金に係る予算及び決算との関係を明らかにした第１号様式による調書を

作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、調書

及び証拠書類を交付金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場

合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しなければな

らない。 

（６）３（１）から（３）の支給要領に基づく給付金の返還を求めた場合には、速

やかに厚生労働省に報告し、その指示を受け、補助金を国庫に返還しなければ

ならない。 

 

 （申請手続） 

６ この補助金の交付の申請は、第２号様式による申請書に関係書類を添えて、別に

指示する期日までに、厚生労働大臣に提出して行うものとする。  

 

 （変更申請手続） 

７ 補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して、追加交付申請等

を行う場合には、第２号様式に準じた様式に関係書類を添えて、別に指示する期日

までに行うものとする。 

 

 （交付決定までの標準的期間） 

８ 厚生労働大臣は、交付申請書が到達した日から起算して原則として１か月以内に

交付決定（決定の変更を含む。）を行うものとする。 

 

（補助金の概算払） 

９ 厚生労働大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承認額の  

範囲内において概算払をすることができる。 

 

 （遂行状況報告） 

10 都道府県知事は補助事業の遂行及び支出状況について厚生労働大臣の要求があ

ったとき、別に定める様式による報告書を厚生労働大臣に提出しなければならない。 

 

 （実績報告） 

11 この補助金の事業実績報告は、事業の完了の日から起算して１か月を経過した日

（５の（３）により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合にあっては、当該承認

通知を受理した日から１か月を経過した日）又は令和３年４月９日のいずれか早い

日までに第３号様式による報告書を厚生労働大臣に提出して行わなければならな

い。 
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 （補助金の返還） 

12 厚生労働大臣は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額  

を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分につい  

て国庫に返還することを命ずる。 

 

 （その他） 

13 特別の事情により、４、６、７及び 11 に定める算定方法又は手続きによること

ができない場合には、あらかじめ厚生労働大臣の承認を受けて、その定めるところ

によるものとする。 

 



 

医 政 発 1 1 2 6 第 ２ 号 

令 和 ２ 年 1 1 月 2 6 日 

 

各都道府県知事 殿 

 

厚生労働省医政局長 

                        （公 印 省 略） 

 

 

 

令和２年度地域医療構想を推進するための病床削減支援給付金の実施について 

 

 

 標記について、別紙「令和２年度地域医療構想を推進するための病床削減支

援給付金支給要領」により、実施することとしたので通知する。 

 なお、貴管内関係者に対しては、貴職から周知されるよう御配慮願いたい。 

  



 

別紙 

 

令和２年度地域医療構想を推進するための病床削減支援給付金支給要領 

 

 

１．目的 

   地域医療構想（医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 30 条の４第２項第７号に

規定する「地域医療構想」をいう。以下同じ。）の実現のため、病院又は診療所で

あって療養病床（同法第７条第２項第４号に規定する「療養病床」をいう。）又は

一般病床（同項第５号に規定する「一般病床」をいう。）を有するもの（以下「病

院等」という。）が、病床数の適正化に必要な病床数の削減を行う場合、削減病床

に応じた給付金を支給することにより、地域医療構想の実現を推進することを目

的とする。 

 

２．支給対象 

   平成 30 年度病床機能報告において、2018（平成 30）年７月１日時点の機能に

ついて、高度急性期機能、急性期機能及び慢性期機能（以下「対象３区分」とい

う。）のいずれかの医療機能を選択した病棟の稼働病床数を１床以上報告し、令

和２年４月１日から令和３年３月 31 日までの間に対象３区分のいずれかの病床

の削減を行う病院等（以下「病床削減病院等」という。）の開設者又は開設者であ

った者であること。 

    

３．支給の要件 

   次の全てを満たすこと。なお、地域医療構想の実現を目的としたものではない

病床削減（経営困難等を踏まえた自己破産による廃院）は給付の対象とはならな

い。 

① 地域医療構想を実現するため、病床削減の対象病院等について、病床の機能

分化・連携に必要な病床数の削減を行うものであるという地域医療構想調整会

議（同法第 30 条の 14 第１項に規定する「協議の場」をいう。以下同じ。）の議

論の内容及び都道府県医療審議会の意見を踏まえ、都道府県が必要と認めたも

のであること。  

② 病床削減病院等における病床削減後の許可病床数が、平成 30 年度病床機能

報告における稼働病床数の合計の 90％以下であること 

③ 同一年度内に病床削減支援給付金の支給を受けていないこと。 

④ 同一年度内に病床削減病院等の開設者が、同じ構想区域（同法第 30 条の４第

２項第７号に規定する「構想区域」をいう。以下同じ。）内で開設する病院を増

床していないこと。 

   



 

４．支給額の算定方法 

 ① 平成 30 年度病床機能報告において、対象３区分として報告された病床の稼

働病床数の合計から一日平均実働病床数（対象３区分の許可病床数に対象３区

分の病床稼働率を乗じた数）までの間の削減について、対象３区分の病床稼働

率に応じ、削減病床１床あたり下記の表の額を支給する。 

なお、病床稼働率については、平成 30 年度病床機能報告の数値を用いて算出

するものとする。   

病床稼働率 削減した場合の１床あたり単価 

５０％未満 １，１４０千円 

５０％以上６０％未満 １，３６８千円 

６０％以上７０％未満 １，５９６千円 

７０％以上８０％未満 １，８２４千円 

８０％以上９０％未満 ２，０５２千円 

９０％以上 ２，２８０千円 

 ② 一日平均実働病床数以下まで削減する場合は、一日平均実働病床数以下の削

減病床については、１床あたり、2,280 千円を交付する。 

 ③ 上記①及び②の算定にあたっては、回復期機能への転換病床数及び介護医療

院への転換病床数を除く。 

 

５．申請に必要な書類 

 ① 地域医療構想を推進するための病床削減支援給付金支給申請書兼口座振込

依頼書 

 ② 許可病床数の変更を示す書類の写し 

 ③ 病床稼働率算出の根拠となる平成 30 年度病床機能報告の写し 

 

６．支給方法 

（１）申請及び支給の方法 

① 給付金の支給を受けようとする病床削減病院等は、開設地の都道府県に対し、

５の書類を添えて申請を行う。 

② 都道府県は、地域医療構想調整会議の議論の内容及び都道府県医療審議会の

意見を踏まえた上で、審査を行い、病床削減病院等から支給の申請を受けた病

床削減が地域医療構想を実現するために必要な病床削減であるかの判断を行う。 

③ 判断の結果、都道府県が必要と認め、支給を承認した場合には、当該病床削

減病院等に対して給付金を支給する。 

（２）申請受付開始日及び申請期限 

  ① 都道府県は、給付金の支給について、可能な限り速やかに開始できるよう努

めた上で、申請受付開始日を決定するものとする。 

② 申請期限は、都道府県医療審議会の開催日程等を踏まえ、都道府県において



 

定める。 

 

７．給付金の返還  

   都道府県知事は、給付金の支給を受けた開設者又は開設者であった者が以下の

①又は②に定める事項に該当する場合、支給を行った給付金全額の返還を求める。 

① 給付金の支給を受けた日から 2026 年３月 31 日までの間に、同一の構想区域

に開設する病院等において、許可病床数を増加させた場合。（ただし、特定の疾

患にり患する者が多くなる等の事情により、厚生労働大臣及び都道府県知事が

特に認める場合に許可病床数を増加させる場合はこの限りではない。） 

② 申請内容を偽り、その他不正の手段により給付金の支給を受けたと認める場

合。 



病床機能再編支援補助金 病床削減計画 

 

医療機関名：市立島田市民病院 

開 設 者：島田市長 染谷絹代 

所  在  地：島田市野田1200番地の５ 

 

１ 概要 

 （１）高度急性期、急性期、慢性期削減病床数（稼働病床数→許可病床数） 

    ４４４床 → ３９５床（▲４９床、▲１１．０４％） 

 

（２）見直し前   
一般 療養 精神 結核 感染症 計 病床 

種別 ４６７ ３５ ２０ ８ ６ ５３６ 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計※1 
許可病床数 

病床 

機能別  ４３３ ３４ ３５  ５０２ 

診療科目 内科、呼吸器内科、消化器内科、循環器内科、腎臓内科、神経内科、糖尿病・

内分泌内科、心療内科、漢方内科、緩和ケア内科、外科（消化器・乳腺）、呼

吸器外科、脳神経外科、整形外科、形成外科、精神科、血液内科、小児科、皮

膚科、泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、リハビリテーション科、

放射線診断科、放射線治療科、病理診断科、臨床検査科、救急科、麻酔科及び

歯科口腔外科 

  ※1 一般・療養病床の合計数と一致すること 
 
（３）病床見直しの内容 

一般 療養    計 病床 

種別 ４４７ ３１    ４７８ 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計 

稼働病床数 

① ※2 病床機

能別  ４１３ ３４ ３１  ４７８ 

一般 療養    計 病床 

種別 １２ ３１    ４３ 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計 

削減病床数 

② 病床 

機能別 △６ ２４ △６ ３１  ４３ 

一般 療養    計 病床 

種別 ４３５ ０    ４３５ 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期  計 

見直し後の

許可病床数 

（①－②） 
病床 

機能別 ６ ３８９ ４０ ０  ４３５ 

診療科目 変更なし 

  ※2 平成30年度病床機能報告における稼働病床数を記載すること 

 

（４）変更日（見込み） 

第３回志太榛原地域医療協議会 
第３回志太榛原地域医療構想調整会議 議題２ 資料2-1



令和３年３月16日（使用許可見込み） 

２ 病床数の見直しの必要性等について 

【見直しを検討した経緯】 

・当院は、昭和54年の現在地への建設移転後約40年が経過し、耐震性の問題に加え、施設

設備の老朽化、狭隘化など、様々な課題を抱えていた。将来にわたって安全で安心な医

療を安定的かつ継続的に提供していくために病院の建替えを決定し、新病院の建設に向

けて医療機能や規模、配置計画など様々な検討を行ったうえで、平成30年度から建設工

事に着手し、令和３年５月２日に開院を予定している。 

・志太榛原保健医療圏域の地域医療構想、医療需要予想等を踏まえ、地域の中核を担う急

性期病院としての役割を果たすべく、新病院では急性期病床389床、回復期病床40床を整

備する。 

・当院は、循環器内科、脳神経外科、外科など各科において高度急性期に該当する重篤な

患者の治療を行ってきている。また、当圏域では高度急性期病床が不足していることか

ら、新病院開院に合わせて高度急性期病床を６床設置する。 

 

【削減病床数の考え方（病床機能別に記載すること）】 

 ※2025年の医療需要を見据えて記載してください。 

・志太榛原保健医療圏域の2025年の必要病床数と2018年度病床機能報告と比較して、急性

期病床は599床、慢性期病床は114床過剰であることから、急性期病床44床、慢性期病床

35床を削減する。 

 

【その他】 

・急性期病床を削減することについては、在院日数の短縮を図る。回復期病床を６床増加

することにより、在宅への退院に向けた支援をより強化する。 

・慢性期病床を設置しないことについては、市が推進する地域包括ケアシステムも徐々に

整備されてきていること、圏域内外の療養病床を持つ医療機関等との連携が円滑におこ

なわれていることから、問題ないと考える。 

 

 



病床機能再編支援補助金 病床削減計画 

 

                    医療機関名：誠和藤枝病院  

                   開 設 者：医療法人社団八洲会 理事長 新村哲也 

                   所  在  地：藤枝市中ノ合 26 番地の 1      

１ 概要 

 （１）削減病床数（稼働病床数→許可病床数） 

    228 床 → 205 床（▲23 床、10.09％） 

 

（２）見直し前   
一般 療養 精神 結核 感染症 計 病床 

種別  228    228 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計※1 
許可病床数 

病床 

機能別    228  228 

診療科目 内科 リハビリテーション科 

  ※1 一般・療養病床の合計数と一致すること 
 
（３）病床見直しの内容 

一般 療養    計 病床 

種別  228    228 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計 

稼働病床数 

① ※2 病床機

能別    228  228 

一般 療養    計 病床 

種別  23    23 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計 

削減病床数 

② 病床 

機能別    23  23 

一般 療養    計 病床 

種別  205     

高度急性期 急性期 回復期 慢性期  計 

見直し後の

許可病床数 

（①－②） 
病床 

機能別    205  205 

診療科目 内科・リハビリテーション科 

  ※2 平成 30 年度病床機能報告における稼働病床数を記載すること 

 

（４）変更日（見込み） 

令和 3年 3月 1日 

 
 

第３回志太榛原地域医療協議会 
第３回志太榛原地域医療構想調整会議 議題２ 資料2-2



２ 病床数の見直しの必要性等について 

【見直しを検討した経緯】 

・志太榛原地区の療養病床数が地域医療構想の病床数より病床数が多い事。 

・病床機能報告の平成 29 年度 1 日平均入院患者数は、200.4 床/日▲27.6 床/日 平成 30

年度は、200.5 床/日 ▲27.5 床/日 令和 1年度は、197.3 床▲30.7 床/日でありました。

  

【削減病床数の考え方（病床機能別に記載すること）】 

 ※2025 年の医療需要を見据えて記載してください。 

・高齢者の療養病床への入院需要を見据えた時、今の入院患者数がピークであり 

今後横ばいもしくは、下降線を辿ると考えます。又、上記近年の入院患者数及び、療養

病床の地域医療構想の必要病床数を鑑みて平成 30 年度の許可病床数 228 床から▲23 床

の削減をして 205 床に致したいと思います。 

  

 

 


